
厚生労働省医政局看護課 

平 成 2 ３ 年 1 2 月 2 4 日 

平平平 成成成 222 ４４４ 年年年 度度度 看看看 護護護 職職職 員員員 関関関 係係係 予予予 算算算 案案案 ののの 概概概 要要要   

（１）チーム医療の総合的な推進 

① 看護業務の安全性等検証事業                   162百万円 

新規  多様な職種が互いに連携・補完する「チーム医療」を推進し、患者の状況に的確に対応した 

医療の提供が必要であるため、専門的な臨床実践能力を有する看護師が医師の包括的指示を受け、 

看護業務を実施できる仕組みの構築に向け、業務の安全性や効果の検証を行う。 

ア）在宅医療推進のための看護業務の安全性等検証事業（在宅医療分野） 

                  日本再生重点化措置要望額   70百万円 

    イ）チーム医療推進のための看護業務の安全性等検証事業（在宅医療分野以外） 92百万円 

② 看護職員専門分野研修事業       ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

 高度な技術を有する認定看護師の養成研修等に対する支援を行う。 

③ 協働推進研修事業            ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

     医師と看護師等との協働と連携を促進するための看護師等の研修等に対する支援を行う。 

（２）看護職員の資質向上推進事業 

① 新人看護職員研修事業           ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

     新人看護職員研修ガイドラインによる研修体制の充実を図るため、新人看護職員研修に係る経費や、

教育担当者に対する研修などの研修体制の充実に必要な研修に係る経費への支援を行う。 

② 専門分野（がん・糖尿病）における質の高い看護師の育成 ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

   がん及び糖尿病の患者の看護ケアを充実するため研修を行う。 

③ 看護教員等の養成支援         ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

看護教員の質の向上と確保を図るため、看護教員養成講習会、実習指導者講習会及び看護教員の 

経験に応じた継続研修に対する支援を行う。 

（３）訪問看護の推進（訪問看護推進事業）     ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

訪問看護を推進するため、地域において訪問看護推進協議会の設置、訪問看護ステーション間の 

研修に対する支援、在宅医療や訪問看護の普及に対する支援を行う。 
 

 

（１）看護職員等の勤務環境の改善に向けた支援 

① 病院内保育所運営事業                   ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数
 

       子供を持つ看護職員や女性医師などの離職防止及び復職支援のため、病院内保育所（民間）の  

       運営（24時間保育、病児等保育等を含む）に対する支援を行う。 

② 医療現場での勤務環境の改善に向けた取組の推進           ５２百万円 

新規 都道府県労働局に専門のコンサルタントを配置し、看護師等の労務管理等の改善についての相談

 支援を実施するともに、先進的な取組や好事例等の収集やその普及・啓発を推進する。 

③  看護職員の就労環境改善事業                  
※ 医療提供体制推進事業費補助金２５０億円の内数 

  拡充  「雇用の質」向上のため、多様な勤務形態の導入など就労環境改善のための取組に対する支援に 

加え、看護業務の効率化や職場風土改善等についての病棟師長等への研修事業に対する支援を行う。 

２．看護職員の離職の防止・復職の支援対策          

        
 

１．看護職員の資質向上対策           
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（２）看護職員確保対策の総合的推進 

①  看護職員確保対策特別事業（団体分）                     ６６百万円 

②  看護職員確保対策特別事業（都道府県分） ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確保対策に関する取組に対する支援を行う。 

③ 院内助産所・助産師外来助産師等研修事業 ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数
 

院内助産所・助産師外来の医療機関管理者及び助産師への研修に対する支援を行う。 

（３）潜在看護職員の復職支援等 

  ① 中央ナースセンター事業                        114百万円 

求人・求職情報の提供などの潜在看護職員の再就業の促進を図るナースバンク事業等に対する支援を行う。  

② 潜在看護職員等復職研修事業       ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

     潜在看護職員の復職を促進するための臨床実務研修等に対する支援を行う。 

 

 

（１）看護師等養成所運営事業                    4,5０９百万円 

看護師等養成所（民間立）の運営に対する支援を行う。 

※看護師養成所修業年限延長促進事業、助産師養成所開校促進事業、看護師養成所２年課程（通信制）導入促進事業含む 

（２）看護教員等の養成支援（再掲）      ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

（３）看護教員養成支援事業（通信制教育）改善経費               67百万円 

新規  看護学生の養成を担う看護教員の質と量の双方の充実に向け、未受講教員の解消を図るため、 

通信教育（ｅラーニング）を活用するための基盤整備を行う。 

 

 

（１）設備整備事業                  ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

①  看護師等養成所初度設備整備・教育環境改善設備整備事業（公的立及び民間立分） 

②  院内助産所・助産師外来設備整備事業（公的立及び民間立分） 

（２）施設整備事業（施設環境等改善）              医療提供体制施設整備交付金３９億円の内数 

①  病院内保育所施設整備事業、院内助産所・助産師外来施設整備事業（公的立及び民間立分） 

②  看護師勤務環境改善施設整備事業、看護師宿舎施設整備事業（民間立分） 

（３）施設整備事業（看護師等養成所等）          ◎ 地域自主戦略交付金6,754億円の内数 

  ① 看護師等養成所施設整備・修業年限延長整備事業（民間立分） 

  ② 看護教員養成講習会施設整備事業（公的立及び民間立分） 

（４）経済連携協定に伴う外国人看護師受入関連事業 

①  外国人看護師受入支援事業・外国人看護師候補者学習支援事業         １５３百万円 

② 外国人看護師候補者就労研修支援事業      ※ 医療提供体制推進事業費補助金２５0億円の内数 

 

※ 医療提供体制推進事業費補助金：２５０億円 

都道府県が行う看護職員等確保対策、救急医療対策、地域医療確保対策、設備整備関係事業をメニュー化 

事業間で融通可能（都道府県が自主性・裁量性を発揮し重点化可能） 

 

◎ 地域自主戦略交付金【内閣府所管】：6,754億円の内数 

 地域の自主裁量を拡大するため、平成２３年度に各府省所管の地方向け補助金等の一部を内閣府予算と

して計上する「地域自主戦略交付金」を創設。（地域自主戦略大綱 平成22年6月閣議決定） 

４. その他 
 

３．養成力（看護学生の育成）の確保対策     
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看護職員就業状況等実態調査（概要） 

 

Ⅰ．調査の概要 

１.調査目的：本調査は、少子高齢化の進行及び今後増加する医療ニーズに対応した 

看護職員の定着促進、離職者の再就業支援等の課題を把握するとともに 

今後の在り方を検討するため、看護職員について就業者と離職者の状況

等を把握することを目的として実施 

２.調査時期：平成 22年８月から平成 23年１月 

３.調査対象：保健師、助産師、看護師及び准看護師の免許を有する者（以下「看護 

職員」という。） 

４.調査方法：各都道府県を通じて、看護師等学校養成所の卒業生に対して質問紙調 

査を実施。20歳代から 50歳代までを同数抽出 

５.調査対象数：調査対象数 39,134人、有効回答数 20,388人（52.1%） 

           看護職員として就業している      17,384人（85.3%） 

           看護職員として就業していない      3,004人（14.7%） 

（内訳）看護職員以外の仕事に就いている   979人 （4.8%） 

（内訳）仕事に就いていない        2,025人 （9.9%） 

 

Ⅱ．調査結果のポイント  括弧内の頁数及び図表番号は調査結果資料の頁数等である。 

１．看護職員として就業している者の状況 

１）雇用形態及び勤務体制 

○ 現在の雇用形態は、「正社員」（82.4％）が最も多く、次いで「パート・アルバ

イト」（11.8％）、「短時間正社員」（1.1％）、「派遣」（0.2％）であった。（p.9、

図１）勤務体制については、「３交代制」、「２交代制」が合わせて 50.0％、「日勤

のみ」43.4％、「夜勤のみ」0.3％であった。（p.10、表 16） 

 

２）就業継続の予定とその理由 

○ 就業継続の予定については「現在の施設で看護職員として働き続けたい」

(64.0％)が最も多く、次いで「他施設で看護職員として働きたい」（17.2％）、「看

護職員以外として働きたい」（3.4％）、「仕事はしない」（1.4％）であった。（p.14、

図６） 

○ 「現在の施設で看護職員として働き続けたい」と回答した者について、その理

由は「通勤が便利だから」（51.9％）が最も多く、次いで「人間関係がよいから」

（39.2％）、「勤務時間が希望にあっているから」(26.2％)であった。（p.15、図

８） 

○ 「他施設で看護職員として働きたい」と回答した者について、その理由は、「他

施設への興味」34.1％が最も多く、次いで「給与に不満があるため」（31.1％）、

「休暇がとれない・とりづらいため」（24.5％）であった。（p.16、図９） 
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○ 「看護職員以外として働きたい」と回答した者の理由は、「他分野(看護以外)

への興味」（45.9％）、「責任の重さ・医療事故への不安があるため」（37.3％）、

「仕事はしない」と回答した者については、「休暇がとれない・とりづらいため」

（24.3％）「責任の重さ・医療事故への不安があるため」（20.6％）であった。（p.16、

図９） 

 

２. 看護職員として就業していない者の再就職希望 

１）今後の再就職希望 

○ 今後の再就職希望については、「看護職員として働きたい」（36.1％）が最も多

く、次いで「未定」(24.0％)、「看護職員以外として働きたい」（19.6％）、「就職

希望なし」（17.5％）であった。（p.17、図 10） 

なお、「看護職員として働きたい」の割合は、離職期間が「１年未満」で 61.4％、 

「１年～３年未満」では 51.6％であるが、５年以上では 40％未満に低下してい 

た。（p.17、図 10） 

○ また、看護職員としての通算就業年数が「１年未満」の者では、「看護職員と

して働きたい」（22.8％）に比べ、「看護職員以外として働きたい」が 49.7％と

高かった。（p.18、図 11） 

 

２）希望する雇用形態と勤務体制 

○ 看護職員として働きたいと回答した者が希望する雇用形態は、「パート・アル 

バイト」（48.0％）が最も多く、次いで「正社員」（30.4％）、「短時間正社員」 

（18.8％）であり、短時間勤務を希望する割合が正社員を希望する割合を上回っ 

た。また、勤務体制については「日勤のみ」が 85.2％を占め、「交代勤務（２交 

代制・３交代制）」を希望する者は 11.4％であった。（p.20、表 23）（p.21、表 25） 

 

３）再就職に関して抱く不安と求職の状況 

○ 再就職に関して抱く不安については、「最新の看護の知識・技術に対応できる

か」（33.4％）が最も多く、次いで「家事・子育てと両立できるか」(32.6％)で

あった。なお、離職期間が長いほど、前者の不安の割合が高かった。「不安はな

い」は 3.0％であった。（p.22、表 26） 

○ 再就職時の研修を「希望する」が 76.1％であり、研修を希望する場所は「就

職する施設」が 88.9％であった（p.25、表 29）（p.25、図 18）。 

 

３．退職経験のある者の退職理由及び再就職状況 

１）退職理由 

○ これまでに退職経験のある者の退職理由は、「出産・育児のため」（22.1％）が

最も多く、「その他」（19.7％）、次いで「結婚のため」（17.7％）、「他施設への興

味」（15.1％）であった。（p.28、図 24） 
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２）再就職の状況 

○ これまでに再就職をしたことがある者が再就職先を探す際に利用した施設等

は、「友人・知人による紹介」（26.7％）が最も多く、「ハローワーク」（22.1％）、

「ナースセンター」（10.2％）であった。（p.34、図 30） 

 ○ これまでに再就職をしたことがある者が再就職先を選んだ理由としては、「通

勤が便利だから」（56.5％）が最も多く、次いで「勤務時間が希望に合っている

から」（51.0％）、「短時間勤務ができるから」（20.4％）であった。（p.30、図 26） 

 ○ 再就職時の雇用形態については、「パート・アルバイト」(48.5％)が最も多く、

次いで「正社員」（39.7％）であり、「短時間正社員」は 2.7％にとどまった。（p.34、

図 31） 

 

 

〔調査結果を踏まえた今後の看護職員就業支援〕 

・看護職員として就業している者の就業継続の予定は、「現在の施設で働きたい」 

が 64.0％で最も多いが、他施設での就業や離職を希望する者もいることから、定

着促進に向けた取組み強化が課題 

・ 看護職員として就業していない者で看護職員の通算就業年数が１年未満の者は 

「看護職員以外として働きたい」の回答が多く、新人看護職員の定着促進も課題 

・ 看護職員として再就職を希望する者の雇用形態の希望は、「パート・アルバイト」 

及び「短時間正社員」で 66.8％であり、再就職を可能とするための多様な勤務形 

態の導入が必要 

・ 看護職員として再就職を希望する者のうち、再就職に関して不安を持つものが 

９割以上。再就職時の研修を希望する者は 76.1％であり、再就職に向けた支援も 

必要 

・ 再就職をした者が再就職先を選んだ理由は、通勤の利便性や勤務時間に関する 

ものが多く、ワーク・ライフバランスを考慮した再就職支援が重要 
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表１ 

平成 24年度専任教員養成講習会開催予定一覧 

 

都道府県 開 催 予 定 期 間 定員（人） 

北海道 平成２４年 ５月 ～ 平成２５年  ２月 ４０ 

茨城県 平成２４年 ４月 ～ 平成２５年  ３月 ３０ 

栃木県 平成２４年 ４月 ～ 平成２５年  ３月 ３０ 

群馬県 平成２４年 ４月 ～ 平成２５年  ２月 ２０ 

埼玉県 平成２４年 ４月 ～  平成２５年  １月   ４０ 

東京都 平成２４年 ５月 ～ 平成２５年  ３月 ４５ 

神奈川県 平成２４年 ４月 ～ 平成２５年  ３月 ４０ 

長野県 平成２４年 ５月 ～ 平成２４年  ３月 ３０ 

石川県 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年１２月 ３０ 

愛知県 平成２４年 ４月 ～ 平成２５年 ３月 ４５ 

滋賀県 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年１２月 ３５ 

大阪府 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年 １月 ６０ 

兵庫県 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年１２月 ２５ 

和歌山県 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年１２月 ２５ 

広島県 平成２４年 ５月  ～ 平成２５年  １月 ３６ 

山口県 平成２４年 ６月 ～ 平成２５年  ２月 ３５ 

福岡県 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年１２月 ５５ 

熊本県 平成２４年 ４月 ～ 平成２４年１２月 ３０ 

合 計  ６５１ 

（平成 23年 12月 22日現在） 

 

 

 

平成 24年度教務主任養成講習会開催予定一覧 

 

都道府県 開 催 予 定 期 間 定員（人） 

福岡県 平成２４年 ５月 ～ 平成２４年 １１月 ３０ 

（平成 23年 12月 22日現在） 

 

207



表２

都道府県 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

北  海  道 50 50 50 50 50 50 45 40
青  森  県
岩  手  県
宮  城  県 30
秋  田  県
山  形  県
福  島  県 40 40
茨  城  県 30
栃  木  県
群  馬  県 30 30 30
埼  玉  県 45
千  葉  県 30 30 30
東  京  都 50 45 45 45 45 45 45 45
神奈川県 40 40 40 40 40 40 40 40
新　潟　県
富　山　県
石　川　県 30
福　井　県
山　梨　県
長　野　県 30
静　岡　県 45 30 30
岐　阜　県 35 35 35 30
愛　知　県 30 30 30 35 35 35 45 45
滋　賀　県 45
三　重　県 30 30
京　都　府 45 45 60
大　阪　府 70 56 70 70 80 89 80
兵　庫　県 50 40 40 35
奈　良　県
和歌山県
鳥　取　県
島　根　県
岡　山　県
広　島　県 35 35 35 30 35 35
山　口　県 35 30
徳　島　県
香　川　県
愛　媛　県
高　知　県
福　岡　県 45 45 45 45 45 45 55 55
佐　賀　県
長　崎　県 30
熊　本　県
大　分　県 30 34
宮　崎　県
鹿児島県
沖　縄　県 40

旧看護研修研
究センター＊

105 105 120 120 120 120 － －

合　　計 590 526 540 635 614 629 455 440
　　　　　＊　保健師養成所教員専攻は除く

（平成22年度までは「看護教員養成講習会」として実施）
平成16～23年度　専任教員養成講習会定員数
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都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

北海道 北海道看護専門学校（仮称） 札幌市中央区南2条西11丁目328番７ 80 学校法人札幌青葉学園

栃木県 那須看護専門学校 栃木県那須塩原市前弥六島原54－1 40 社会医療法人博愛会

埼玉県 さいたま看護専門学校 埼玉県さいたま市緑区三室1261－1 40 公益社団法人地域医療振興協会

静岡県 JA静岡厚生連するが看護専門学校（仮称） 静岡県富士市中之郷2500-1 35 静岡県厚生農業協同組合連合会

滋賀県 草津看護専門学校 滋賀県草津市矢橋町1660番地 40 社会医療法人誠光会

大阪府 大阪医専 大阪市北区大淀中1丁目10番3号 40 学校法人モード学園

福岡県 おばせ看護学院 福岡県京都郡苅田町新津1598番地 40 社会医療法人陽明会

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

大阪府 学校法人大阪滋慶学園　大阪保健福祉専門学校 大阪市淀川区宮原1丁目2番47号 250 学校法人大阪滋慶学園

　看護師養成所（3年課程全日制）定員変更

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

東京都 東京都北多摩看護専門学校 東京都東大和市桜が丘３丁目４４番１０号 80→120 東京都

大阪府 学校法人大阪滋慶学園大阪保健福祉専門学校 大阪市淀川区宮原1丁目2番47号 40→80 学校法人大阪滋慶学園

兵庫県 財団法人尼崎健康・医療事業財団看護専門学校 尼崎市水堂町３丁目15番20号 40→70 財団法人尼崎健康・医療事業財団

高知県 龍馬看護ふくし専門学校 高知県高知市北本町1丁目5番3号 40→60 学校法人龍馬学園

福岡県 麻生看護医療専門学校 福岡県飯塚市芳雄町3番83号 45→60 学校法人麻生塾

熊本県 九州中央リハビリテーション学院 熊本県熊本市本山３丁目３番８４号 40→80 学校法人立志学園

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

千葉県 千葉中央看護専門学校 千葉県中央区南町1丁目5番18号 28 医療法人社団誠馨会

佐賀県 医療福祉専門学校　緑生館 佐賀県鳥栖市西新町1428番566号 40 学校法人緑生館

沖縄県 学校法人湘央学園　浦添看護学校 沖縄県浦添市当山二丁目30番1号 80 学校法人湘央学園

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

佐賀県 医療福祉専門学校　緑生館 佐賀県鳥栖市西新町1428番566号 50 学校法人

沖縄県 学校法人湘央学園　浦添看護学校 沖縄県浦添市当山二丁目30番1号 20 学校法人湘央学園

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

北海道 中村記念病院付属看護学校 北海道札幌市南区石山２条９丁目7番1号 40 医療法人医仁会

群馬県 渋川看護専門学校 群馬県渋川市金井356番地 40 社団法人渋川地区医師会

滋賀県 華頂看護専門学校 滋賀県大津市大萱7丁目7番2号 30 医療法人華頂会

都道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

埼玉県 深谷大里看護専門学校 埼玉県深谷市新戒７４９番１号 200 学校法人藍香学園

　看護師養成所（2年課程）設置者変更

　看護師養成所（3年課程全日制）課程変更

　看護師養成所（2年課程通信制）課程変更

【看護師養成所】

　看護師養成所（3年課程全日制）新設

　看護師養成所（2年課程通信制）新設

平成24年度看護師等養成所の開校等の予定について

平成24年４月１日開校等を予定している看護師等養成所について、下記のとおり指定及び変更承認をしたのでお知らせします。

（平成23年12月22日現在）

　看護師養成所（3年課程全日制）設置者変更
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保健師研修
実施施設数

助産師研修
実施施設数

新人保健師数 新人助産師数 新人助産師合同研修 新人看護師合同研修 研修責任者研修 教育担当者研修 実地指導者研修 協議会 アドバイザー派遣

1 北 海 道 138 4 21 1,897 21 49 18 88 ○ × ○ ○ ○ × ×

2 青 森 県 25 4 283 8 × × ○ ○ × × ×

3 岩 手 県 33 1 4 244 2 7 × ○ ○ ○ ○ × ×

4 宮 城 県 32 503 1 6 × ○ ○ × × × ×

5 秋 田 県 27 1 2 293 4 3 × ○ ○ ○ ○ × ×

6 山 形 県 26 1 7 246 2 13 3 5 × × ○ ○ × × ×

7 福 島 県 36 6 528 11 6 46 × × ○ ○ × × ×

8 茨 城 県 47 8 763 26 9 58 × ○ ○ ○ ○ × ○

9 栃 木 県 25 1 6 550 1 22 2 36 × ○ ○ ○ ○ × ×

10 群 馬 県 54 1 6 594 1 16 × ○ ○ × ○ ○ ○

11 埼 玉 県 125 16 1,866 62 18 117 × ○ ○ ○ ○ × ○

12 千 葉 県 67 3 17 1,469 9 43 10 36 ○ ○ ○ ○ × × ×

13 東 京 都 135 4 17 4,220 6 103 8 67 × × ○ × × × ○

14 神奈川県 117 8 2,501 33 14 82 × ○ ○ × ○ ○ ×

15 新 潟 県 46 1 10 579 1 24 4 7 × × × × × × ×

16 富 山 県 23 1 6 336 1 11 3 19 × × ○ ○ ○ ○ ×

17 石 川 県 33 1 2 443 1 5 5 40 × × ○ ○ × × ×

18 福 井 県 13 242 × × ○ ○ × ○ ×

19 山 梨 県 15 1 1 272 1 3 × ○ ○ × × × ×

20 長 野 県 33 1 8 567 5 18 11 68 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

21 岐 阜 県 31 2 2 533 3 3 1 20 × × ○ ○ ○ × ×

22 静 岡 県 54 1 10 960 1 30 7 39 × ○ ○ ○ ○ × ×

23 愛 知 県 72 6 2,113 15 5 35 ○ ○ ○ ○ ○ × ○

24 三 重 県 40 7 601 18 6 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 滋 賀 県 26 502 4 36 × × ○ ○ × ○ ○

26 京 都 府 66 10 1,029 28 14 46 ○ ○ ○ ○ ○ × ○

27 大 阪 府 151 3,053 30 263 × × ○ × × × ×

28 兵 庫 県 112 1 18 1,806 1 40 16 68 × ○ ○ ○ ○ × ×

29 奈 良 県 25 1 2 405 2 7 1 3 × ○ ○ ○ ○ × ×

30 和歌山県 23 5 321 8 3 11 × × ○ × × × ×

31 鳥 取 県 19 235 2 4 × × ○ ○ ○ × ×

32 島 根 県 20 1 3 247 3 6 2 7 × ○ ○ ○ ○ ○ ×

33 岡 山 県 31 2 578 9 2 17 × × ○ ○ × × ×

34 広 島 県 62 8 983 27 19 74 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

35 山 口 県 31 4 497 13 6 8 × × × ○ ○ × ×

36 徳 島 県 19 1 207 1 2 12 × ○ ○ × × ○ ×

37 香 川 県 20 2 209 4 ○ ○ ○ × × ○ ×

38 愛 媛 県 33 363 5 15 × × ○ ○ × ○ ×

39 高 知 県 20 221 4 24 × × × × × ○ ×

40 福 岡 県 127 1 8 2,369 1 21 24 222 × × ○ × ○ ○ ×

41 佐 賀 県 27 320 × × ○ × × × ×

42 長 崎 県 43 2 467 2 5 42 × × ○ × × × ×

43 熊 本 県 50 4 542 26 8 61 × × ○ ○ ○ × ×

44 大 分 県 41 324 6 28 × × ○ × × × ×

45 宮 崎 県 26 1 264 2 6 27 × ○ ○ ○ ○ ○ ×

46 鹿児島県 59 6 417 15 × × ○ × ○ ○ ×

47 沖 縄 県 32 457 4 35 × × ○ × × × ×

2,310 28 250 38,419 66 732 294 1,786 8 22 43 30 25 16 10

平成２３年１２月１６日現在

受入人数

新人看護職員研修推進事業

新人看護職員研修事業　　　　医療機関受入研修事業 都道府県実施事業

研修責任者等研修事業多施設合同研修事業

合計

平成２３年度新人看護職員研修事業の状況

Ｎｏ 都道府県名

施設数 新人職員数 受入施設数
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211211



212212



213213



214214



215215



・日インドネシア経済連携協定（平成20年７月１日発効）に基づく看護師・介護福祉士候補者等の受入
れは、原則として外国人の就労が認められていない分野において、経済活動の連携の強化の観点から、
二国間の協定に基づき、公的な枠組みで特例的に行うものである。 

（看護・介護分野の労働力不足への対応ではなく、国内労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。） 
 

・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の
あっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者にあっせんを依頼
することはできない。  

看護師コース 
（在留期間は最大３年間） 

介護福祉士コース 
（在留期間は最大４年間） 

介護施設で雇用契約に基づき就労・研修 
                     （３年以上） 
 ・介護の専門知識および技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

看護師国家試験の受験（３回まで） 介護福祉士国家試験の受験（１回） 

病院で雇用契約に基づき就労・研修 
 ・看護補助業務に従事  
 ・看護の専門知識および技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

帰国 

（短期滞在） 

看護師国家試験の受験 

看護師として就労 
（在留資格は、上限なく更新可能） 

帰国 

（短期滞在） 

介護福祉士国家試験の受験 

介護福祉士として就労 
（在留資格は、上限なく更新可能） 

経済連携協定に基づくインドネシア人候補者 平成２４年度受入れの流れ 

※ 日本語能力試験N２（旧２級）程度の日本語能力がある場合（累計7人（看護0人、介護7人 ）） 
（注）上記受入れの流れは、今後、相手国側との調整などにより、予定変更の可能性もあります。 

    「高等教育機関（３年以上）卒業＋ 
インドネシア政府による介護士の認定」 又は 
「インドネシアの看護学校（３年以上）卒業者」 

 

インドネシアの看護師 
＋２年間の実務経験 

平成20年度は208人（看護104人、介護104人）、平成21年度は362人（看護173人、介護189人）、 
平成22年度は116人（看護39人、介護77人）、平成23年度は105人（看護47人、介護58人）が入国。 
平成24年度の受入れ最大人数は、500人（看護200人、介護300人）。 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※ 

受入れ実績等 

趣旨・目的等 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※ 

不合格（資格不取得） 合格（資格取得） 不合格（資格不取得） 合格（資格取得） 

日本語研修（訪日前６か月間） 

 

日本語研修（訪日後６か月間） 

 

雇用契約の締結のためのJICWELSによるあっせん 

日本語研修（訪日後６か月間） 

 

日本語研修（訪日前６か月間） 

 雇用契約の締結のためのJICWELSによるあっせん 

看護導入研修、就労ガイダンス 介護導入研修、就労ガイダンス 
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看護師コース 
（在留期間は最大３年間） 

介護福祉士コース 

就労コース 
（在留期間は最大４年間） 

就学コース 
（在留期間は養成課程修了まで） 

  

看護師国家試験の受験（３回まで） 

雇用契約に基づき就労・研修 
 ・看護補助業務に従事 
 ・看護の専門知識および技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

帰国 

看護師として就労 
（在留資格は、 

上限なく更新可能） 

介護福祉士として就労 
（在留資格は、 

上限なく更新可能） 

経済連携協定に基づくフィリピン人候補者 平成２４年度受入れの流れ  

不合格 
（資格不取得） 

合格 
（資格取得） 

「４年制大学卒業＋フィリピン政府
による介護士の認定」又は「フィリ
ピンの看護学校(学士)(４年)卒業」 

 

フィリピンの看護師 
＋３年間の実務経験 

平成21年度は310人（看護93人、介護217人（就労190人、就学27人））、 
平成22年度は128人（看護46人、介護82人（就労72人、就学10人））、 
平成23年度は131人（看護70人、介護61人（就労61人、就学は募集なし））が入国。 
平成24年度の受入れ最大人数は、500人（看護200人、介護300人）。 

受入れ実績等 

趣旨・目的等 

介護福祉士国家試験の受験（１回） 

雇用契約に基づき就労・研修 
               （３年以上） 
 ・介護の専門知識および技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

帰国 

（短期滞在） 

国家試験の受験 

不合格 
（資格不取得） 

合格 
（資格取得） 

介護福祉士として就労 
（在留資格は、 

上限なく更新可能） 

 
４年制大学卒業 

 

養成校で就学 
 ・介護の専門知識および技術の修得 
 ・日本語の継続学習 

介護福祉士養成課程の修了 
（資格取得） 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※ 

日本語研修 

JICWELSの紹介による 
入学許可書の署名 

雇用契約の締結のための
JICWELSによるあっせん 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※ 

一定の日本語能力を 
有すると認められる者※ 

※ 日本語能力試験N２（旧２級）程度の日本語能力がある場合（累計13人（看護0人、介護13人）） 
（注）上記受入れの流れは、今後、相手国側との調整などにより、予定変更の可能性もあります。 

・日フィリピン経済連携協定（平成20年12月11日発効）に基づく看護師・介護福祉士候補者等の受入れ
は、原則として外国人の就労が認められていない分野において、経済活動の連携の強化の観点から、
二国間の協定に基づき、公的な枠組みで特例的に行うものである。 

（看護・介護分野の労働力不足への対応ではなく、国内労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。） 
 

・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の
あっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者にあっせんを依頼
することはできない。  

雇用契約の締結のための 
JICWELSによるあっせん 

（短期滞在） 

国家試験の受験 

日本語研修 
訪日前３か月間 

訪日後６か月間 
 
 看護導入研修、就労ガイダンス 

日本語研修 
訪日前３か月間 

訪日後６か月間 
 
 介護導入研修、就労ガイダンス 
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看護職員就業者数(年次別、就業場所別) （単位：人）

年次 総　　数 保 健 所 市 町 村 病    院 診 療 所 助 産 所
介護老人
保健施設

訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ

社会福祉
施設

介護老人
福祉施設

居宅ｻｰﾋﾞ
ｽ等

事 業 所

看護師等
学校養成
所・研究

機関

そ の 他

１８年 1,333,045 8,534 32,702 831,921 290,929 1,646 35,963 27,307 15,641 25,505 33,923 7,613 13,637 7,724

１９年 1,370,264 8,381 33,311 851,912 297,040 1,636 37,995 28,494 16,354 27,348 37,695 8,294 13,859 7,945

２０年 1,397,333 8,108 33,480 869,648 299,468 1,742 38,741 27,662 18,541 28,806 35,826 10,857 14,792 9,662

２１年 1,433,772 7,932 34,393 892,003 304,247 1,720 39,796 28,082 19,502 30,179 38,866 11,411 15,228 10,413

２２年 1,470,421 8,502 34,723 911,400 309,296 1,926 41,367 30,301 20,590 32,231 42,946 11,251 15,943 9,945

保健師就業者数(年次別、就業場所別) （単位：人）

年次 総　　数 保 健 所 市 町 村 病    院 診 療 所
介護老人
保健施設

訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ

社会福祉
施設

介護老人
福祉施設

居宅ｻｰﾋﾞ
ｽ等

事 業 所

看護師等
学校養成
所・研究

機関

そ の 他

１８年 47,088 7,185 23,455 3,073 6,985 38 309 337 37 496 2,437 884 1,852

１９年 48,246 7,137 23,833 3,605 7,096 39 301 350 41 492 2,651 896 1,805

２０年 51,703 6,927 24,299 4,094 8,325 46 276 390 41 446 3,524 983 2,352

２１年 53,212 6,720 24,848 4,580 8,448 46 237 387 52 460 3,738 1,027 2,669

２２年 54,289 7,132 25,501 4,807 8,743 64 268 417 32 351 3,532 1,074 2,368

助産師就業者数(年次別、就業場所別) （単位：人）

開 設 者 従 事 者 出張のみ 計

１８年 27,352 221 557 18,054 5,827 683 281 586 1,550 12 12 1,027 92

１９年 27,927 229 570 18,293 6,129 679 298 553 1,530 12 13 1,061 90

２０年 30,130 227 667 18,900 7,306 788 284 581 1,653 6 38 1,223 110

２１年 31,312 221 724 19,671 7,686 788 315 528 1,631 5 32 1,249 93

２２年 32,480 266 722 20,093 8,162 890 353 546 1,789 14 24 1,298 112

看護師・准看護師就業者数(年次別、就業場所別) 　 （単位：人）

年次 区　　分 総　　数 保 健 所 市 町 村 病    院 診 療 所
介護老人
保健施設

訪問看護
ｽﾃｰｼｮﾝ

社会福祉
施設

介護老人
福祉施設

居宅ｻｰﾋﾞ
ｽ等

事 業 所

看護師等
学校養成
所・研究

機関

そ の 他

１８年 1,258,605 1,128 8,690 810,794 278,117 35,925 26,990 15,292 25,468 33,427 5,164 11,726 5,884

１９年 1,294,091 1,015 8,908 830,014 283,815 37,956 28,185 15,992 27,307 37,203 5,630 11,902 6,164

２０年 1,315,500 954 8,514 846,654 283,837 38,695 27,382 18,145 28,765 35,380 7,295 12,586 7,293

２１年 1,349,248 991 8,821 867,752 288,113 39,750 27,842 19,110 30,127 38,406 7,641 12,952 7,743

２２年 1,383,652 1,104 8,500 886,500 292,391 41,303 30,026 20,159 32,199 42,595 7,695 13,571 7,609

１８年 848,185 938 6,778 617,625 127,852 15,250 23,354 8,608 11,325 16,538 3,917 11,710 4,290

１９年 882,819 844 7,030 640,197 133,694 16,359 24,525 8,982 12,232 18,279 4,350 11,884 4,443

２０年 918,263 848 6,831 662,010 142,320 16,907 24,628 10,304 13,456 17,375 5,797 12,556 5,231

２１年 954,818 865 7,147 687,331 148,237 17,649 24,912 10,954 14,347 18,759 6,066 12,926 5,625

２２年 994,639 1,012 6,986 711,987 154,554 18,848 27,218 11,916 15,998 20,829 6,059 13,547 5,685

１８年 410,420 190 1,912 193,169 150,265 20,675 3,636 6,684 14,143 16,889 1,247 16 1,594

１９年 411,272 171 1,878 189,817 150,121 21,597 3,660 7,010 15,075 18,924 1,280 18 1,721

２０年 397,237 106 1,683 184,644 141,517 21,788 2,754 7,841 15,309 18,005 1,498 30 2,062

２１年 394,430 126 1,674 180,421 139,876 22,101 2,930 8,156 15,780 19,647 1,575 26 2,118

２２年 389,013 92 1,514 174,513 137,837 22,455 2,808 8,243 16,201 21,766 1,636 24 1,924

(注1) 「病院」については、「病院報告」により計上した。

(注2) 「診療所」については、「医療施設調査」(平成20年)及び推計(平成18、19、21、22年)により計上した。

(注3) 「病院」及び「診療所」以外については、「衛生行政報告例(平成18、20、22年)」及び推計(平成19、21年)により計上した。

（医政局看護課調べ）

看護師+
准看護師

看護師

准看護師

看　護　職　員　就　業　者　数　の　推　移

年次 総　　数 保 健 所 市 町 村 病    院 診 療 所

助　　　　　　 　産　　　 　　 　所
社会福祉

施設
事 業 所

看護師等
学校養成
所・研究

機関

そ の 他
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